
資料１

東日本大震災の概況

国土交通省住宅局住宅生産課
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東日本大震災の被害概要

東日本大震災

人的被害：死者 15,824名、行方不明者 3,846名

負傷者 5,942名

建物被害：全壊 118,636戸、半壊 182,193戸、

東 本 震災

建物被害：全壊 118,636戸、半壊 182,193戸、

一部損壊602,773戸 （10月17日現在）

所在地 福島県大熊町

福島第一原発事故

所在地 ： 福島県大熊町

（震度６強。１５ｍの津波が襲来と推定）

事故の重大度： 国際原子力事象評価尺度のレベル７

主な経緯：主な経緯：

３月１１日 緊急事態宣言、３ｋｍ圏に避難指示・

３～１０ｋｍ圏に屋内退避指示

３月１２日 １号機水素爆発、２０ｋｍ圏に避難指示

上：宮城県名取市
右下：宮城県気仙沼市
下：計画的避難区域と

緊急時避難準備区域
３月１２日 １号機水素爆発、２０ｋｍ圏に避難指示

３月１４日 ３号機水素爆発

３月１５日 ２０～３０ｋｍ圏に屋内退避指示

４月２１日 警戒区域を設定

４月２２日 計画的避難区域、緊急時避難準備区域を

設定

６月１６日 特定避難勧奨地点の対応を発表

９月３０日 緊急時避難準備区域の解除
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被災建築物の応急危険度判定の支援について

○被災各県に対し 応急危険度判定の準備を指示するとともに 各地方整備局にも支援を指示

◆東北地方太平洋沖地震

○被災各県に対し、応急危険度判定の準備を指示するとともに、各地方整備局にも支援を指示。
○合計件数は、危険12,087件、要注意24,040件、調査済62,085件、計98,212件（8月1日現在）。

岩手県 （1,072件）
168件 445件 459件

宮城県 （50,567件）

群馬県（110件）
30件 61件 19件

埼玉県（125件）

各都道府県に登録された判定士によ
る調査を実施し、危険（赤）・要注意
（黄） 調査済（緑）で判定結果を表示 5,200件 7,553件 37,968件

福島県 （15,807件）
3,314件 6,718件 5,775件

0件 42件 83件

◆長野県北部を震源とする地震

（黄）・調査済（緑）で判定結果を表示。

茨城県 （15 863件）

栃木県 （5,179件）
676件 1,845件 2,658件

新潟県（1,036件）
78件 277件 681件

長野県（1,282件）
297件 417件 568件

茨城県 （15,863件）
1,561件 4,684件 9,618件

78件 277件 681件

東京都 （448件）
59件 137件 252件

千葉県 （5,515件）
677件 1,625件 3,213件

神奈川県（541件）

静岡県（486件）
13件 153件 320件

◆静岡県東部を震源とする地震
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神奈川県（ 件）
14件 81件 446件神奈川県（27件）

0件 2件 25件
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